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研究成果の概要（和文）：鋼の相変態挙動の測定精度を向上させるために冷却・負荷機構を変更し，この装置を
用いて多軸応力下における変態塑性挙動を測定した．また，曲げ－引張応力を自動負荷できるように装置の改良
を行い，試験片中立面の移動が変態塑性挙動に与える影響について実験的検討を行った．さらに，実験結果を基
に鋼の変態塑性構成式を新たに提案した．冷却状態で板材に引張・曲げ負荷するホットプレス過程を模擬した実
験結果に対して，上記構成式を用いることにより十分な精度で表現することが可能となった．

研究成果の概要（英文）：In order to improve the measurement accuracy in the phase transformation 
behavior of steel, the cooling and loading system were changed, and the transformation plastic 
behavior under multi-axial stress was measured using this device.  Moreover, the equipment was 
improved so that the bending and tensile stress could be applied automatically, and the effect of 
the movement of the specimen’s neutral surface on the transformation plasticity was experimentally 
examined.  In addition, we proposed a new constitutive equation for the transformation plastic 
deformation of steel to be dependent on hydrostatic stress.  The above constitutive equation can be 
expressed with sufficient accuracy for the experimental results that simulate the hot stamping 
process for tensile-bending on the plate under cooling condition.

研究分野： 固体力学

キーワード： 相変態　変態塑性

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
鋼板を約900 ℃以上に加熱し，その後，加工と同時に金型で焼入れを行うことで高強度を得るホットプレス技術
を高精度にシミュレーションするためには鋼の変態塑性挙動の予塑性ひずみ依存性を考慮した熱・弾塑性構成式
の構築が欠かせない．このようにして得られた材料モデルの基づくシミュレーションにより成形不具合の予測精
度が向上し，試行錯誤的なものづくりから試行錯誤レス（トライレス）への移行が促進される．



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
自動車メーカーでは，軽量化と衝突安全性を両立させる車体の技術開発が活発に行われてお

り，鋼板をオーステナイト変態温度（約 900 ℃）以上に加熱し，その後，加工と同時に金型で
焼入れを行うことで高強度を得るホットプレス技術が車体構成部材への適用が進んでいる．こ
のようなホットプレスにおいてダイス形状や成形工程の最適化を行うためには，変形過程のシ
ミュレーションが重要な役割を果たすと考えられるが，応力状態下での相変態を含む変形過程
のシミュレーションには多くの問題点が存在し，未だ十分な精度での解析は行えていない． 
この問題の解消に向けて，国の内外において多くの実験的および理論的研究が試みられてい

る．しかしながら，実験的に関する研究の多くは単軸荷重のもと，フェライト変態やパーライト
変態など比較的，低冷却速度にて実現可能な相変態現象に関する研究このため，材料モデルの妥
当性の検討も一部の相変態に対して単軸応力についてのみしか行われていない． 
応力が負荷された状態で変態が進行するホットプレスにおいて，変形状態と組織変化の進展

状況を的確に予測するためには，特に急速冷却下における多軸応力下でのデータの収集とこれ
に基づく熱弾塑性構成モデルの確立が重要であると考えられる． 
 
２．研究の目的 
鉄鋼材料は種々の性質や形状を得るために熱間鋳造，焼き入れ，熱間圧延，ホットプレスとい

った工程によって加工されるが，このような熱を伴う過程では鉄鋼材料内部の組織が変化する
相変態を引き起こす．このような製造工程においてダイス形状や成形工程の最適化を行うため
には，変形過程のシミュレーションが重要な役割を果たすと考えられるが，応力状態下での相変
態を含む変形過程のシミュレーションには多くの問題点が存在し，未だ十分な精度での解析は
行えていない．変態塑性は相変態を伴う過程で生じる現象のひとつであり，応力変形解析におい
てその影響を考慮することの重要性が指摘されている．このため，その構成則についても多くの
研究がなされている．特に近年は曲げ試験による変態塑性挙動の検討が行われており，引張試験
に比べて変形量が大きく，変態塑性たわみ量を直接計測できるため，精度よく変態塑性挙動の検
討を行うことができるという特徴がある．そこで本研究では S45C および SCM440 に対してオ
ーステナイト領域から引張－曲げ負荷しながら自然冷却または強制冷却しつつ冷却中の温度お
よびたわみを同時測定することにより，パーライトおよびマルテンサイト変態塑性挙動に対す
る新たな材料モデルを構築する．さらに得られた構成式をもとに有限要素法によるホットプレ
ス過程の変形・変態進行状況のシミュレーションを実施し，実験結果と比較検討することにより
本手法の妥当性を検討する． 
 
３．研究の方法 
(1) 供試材料および試験片 

供試材料には S45C および SCM440 を用いた．図 1～3 にそれぞれ，本研究で用いた試験機，
一端固定他端単純支持曲げ試験の概略図および試験片の形状を示す．実験は棒状平板の試験片
の片端を固定端とし，他端を単純支持とする曲げ試験機を用いて実施された．曲げ荷重棒および
引張負荷用重錘の移動にはステッピングモータを利用した電動アクチュエータを用いた．曲げ
荷重点は試験片の支点間の中央の位置とし，たわみ量はレーザ変位計を用いて曲げ荷重棒に設
置した反射板の変位を測定した．一方，引張ひずみは引張負荷用重錘の移動量，および実験終了
後の試験片標点間距離を計測することで求めた．試験片温度の測定には試験片支点間の中央下
部に溶着した K 熱電対を用いた．実験に先立って試験片には残留応力を除去するために 850 ℃
で 1 時間保持の焼なましを施した． 

図 2 三点曲げ負荷システム 

図 3 試験片の形状および寸法 
図 1 試験装置 



(2) 実験方法 
冷却過程中の時間と温度の関係を本供試材料と成分が近い試料の CCT線図に重ねたものを図

4 および 5 に示す．まず，試験片を 5 分間で 830 ℃まで加熱した後に，試験片を完全にオース
テナイト化するために 3 分間保持する．その後，炉の電源を落とし，S45C に対しては自然冷却，
SCM440 に対しては圧縮空気による強制冷却をさせる．変態開始点直前で曲げ荷重棒を操作す
ることにより試験片に引張－曲げ荷重を与え，S45C のフェライト－パーライト相および
SCM440 のマルテンサイト相での変態塑性たわみを測定する．さらに S45C に対する実験にお
いては上記に加え，自然冷却開始直後に重錘を操作してオーステナイト相に対して引張荷重を 2
秒間負荷し，その後除荷することで予塑性変形が相変態時の曲げ変態塑性挙動についても検討
した．荷重条件は引張予応力が負荷温度 800 ℃での降伏応力 53 MPa 以上となるように 70.1 
MPa，78.2 MPa および 0 MPa の 3 種類，一方，最大曲げ応力が降伏応力以下となるように設
定した．実験は各条件に対してそれぞれ 3 回ずつ行った．なお，支点間距離は 120 mm とした． 

 

(3) 解析方法 
相変態を考慮した材料の全ひずみ速度 は̇ 

   =̇ +̇ +̇ +̇ ̇+  ̇                                             (1) 
で表現される．ここで上添え字 は弾性， は塑性， は熱膨張， ℎは変態膨張， は変態塑性に
よるひずみ成分を示す． 
 本研究では変態塑性構成式として次式で表現される従来型の Mises 型構成式 
   ̇= 3 (1 − )  ̇                           (2) 
に加えて代表者が提案した静水圧依存型構成式 
   ̇= {(1 + ) + }(1 − )  ̇                                    (3) 
の妥当性について検討した．さらに が相当塑性ひずみに依存するとして以下の構成式について
も検討した． 
   ̇= 3 {1 − ( ̅ ) }(1 − )  ̇                                            (4) 
ここで は変態塑性係数，は相変態の進行を表す新相の体積分率，は偏差応力， は相当応力， ̅
は相当塑性ひずみを示す．また， は 
   = ( − )/2                                                  (5) 
で表現されるパラメータである．なお， および はそれぞれ，引張方向成分および圧縮方
向成分の変態塑性係数を示す． 
 上記の 3 つの構成式を基に汎用 FE コード Abaqus Standard による有限要素解析を実施し，
構成式の妥当性を検討した．なお，S45C の自然冷却過程ではオーステナイト相からフェライト，
パーライトの 2 相への変態を生じるが，今回はオーステナイト相がすべてパーライト組織に変
態するとした． 
 
４．研究成果 
 一例として，S45C に対して引張－曲げ複合負荷のもとで実験より得られた冷却過程中の変態
塑性たわみ曲線を示す．図 6 および 7 の実線はそれぞれ，曲げ荷重 W = 2.11 N のもと，引張荷
重 P = 0.0 N，および P = 80.0 N ( = 10.0 MPa)の条件下で得られた実験結果である．さらに同
図中，青一点鎖線および赤点線にそれぞれ，従来型の構成式(2)，および新たに提案した構成式
(3)を用いて有限要素解析より得られたたわみ曲線を示す．なお，解析には小規模降伏理論を用
いた． 
これらによると，実験より得られた変態塑性たわみは引張荷重の増加とともに減少しており，

引張荷重は変態塑性ひずみを抑制する方向に作用することがわかる．本研究で提案した構成式
(3)より得られた変態塑性たわみは P = 0.0 N において実験結果を良好に表現するが，引張荷重
を負荷した場合には実験結果と差が生じている．従来型の構成式(2)を用いた場合は引張荷重の

図 4 冷却線図（S45C 自然冷却） 図 5 冷却線図（SCM440 強制冷却） 



有無によらず実験結果との間に差が生じている．このような傾向は他の試験条件においても同
様であった． 
この原因についてさらに詳細に検討した．図 8 および 9 はそれぞれ，小規模降伏理論および

大変形理論に基づいて解析より得られた引張応力－変態塑性たわみ関係を実験結果とともに示
したものである．一方，大変形理論に基づく解析結果は，いずれの構成式を用いた場合でも変態
塑性たわみは引張応力の増加とともに減少しており，特に静水圧依存型構成式(3)による解析結
果は実験結果と定量的にもほぼ一致していることがわかる．これは大変形解析においては，引張
応力による負の曲げモーメントの発生により試験片全体の曲げモーメントが減少することから，
結果として変態塑性たわみが抑制されるためである． 
 

 
 つぎに予塑性変形がパーライト変態時の曲
げ変態塑性挙動に及ぼす影響について検討し
た．図 10 に S45C の自然冷却過程において各
荷重条件下で得られた変態塑性たわみと引張
予塑性ひずみの関係を示す．なお，予負荷は引
張荷重として与えているため，予負荷によるた
わみの発生はない． これによると，変態塑性た
わみは曲げ荷重の増加とともに増加し，予塑性
ひずみの増加とともに減少することがわかる． 
 曲げ荷重が支点間中央部に位置する場合の
一端固定他端単純支持試験の場合， は断面モ
ーメントを とすると以下の式で求められる． 

= (768 /7 )                 (6) 
 図 11 に と予塑性ひずみとの関係を示す．こ
れによると変態塑性係数は予塑性変形により
小さくなることがわかる．すなわち，S45C の
フェライト－パーライト変態において予塑性変形は変態塑性変形を抑制する向きに作用すると
考えられる． 
このように変態塑性変形が予塑性ひずみの増加とともに減少する一因として，次の点が考え

られる．一般に硬い新相が生成することによって柔らかい母相に応力が生じ，やがて母相が降伏

図 6 冷却過程中のたわみ曲線 

（S45C，W =2.11 N，引張荷重なし） 
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図 7 冷却過程中のたわみ曲線 

（S45C，W =2.11 N，引張荷重あり） 
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図 8 変態塑性たわみ－引張応力関係 

（小規模降伏理論） 

 

図 9 変態塑性たわみ－引張応力関係 

（大変形理論） 
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図 10 変態塑性たわみ－予塑性ひずみ関係 
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応力に達することにより塑性変形が誘起され
て変態塑性現象が発生すると考えられてい
る．S45C のパーライト変態過程において，予
塑性変形により母相（オーステナイト相）が加
工硬化したことにより母相の降伏応力が上昇
し，結果として変態塑性変形が抑えられた可
能性がある．図 10 より，本研究では S45C の
パーライト変態において，式(4)中のパラメー
タ a =0.511 を得た． 
 式(4)を構成式として有限要素法による解析
を行った．図 12 に一例として最大曲げ応力
36.0 MPa のもとで，解析より得られた冷却過
程中の温度-変態塑性たわみ線図を示す．これ
によると，予応力が大きくなるにつれて変態
塑性たわみは減少しており，実際の現象と同
様な傾向を示した． 
 そこで，これについてさらに検討するため，
図 13 に最大曲げ応力 30.1 MPa の条件下で実験より得られた変態塑性たわみ－予応力関係と解
析より得られたそれとを比較した結果を示す．これらによると，変態塑性係数が予塑性ひずみに
依存しないとする従来型の変態塑性構成式 (2)を用いて得られた変態塑性たわみは予応力の増
加とともにわずかに増加している．これは予引張荷重による試験片の伸びにより断面積が減少
し，断面二次モーメントが減少したためである．一方，変態塑性係数が相当塑性ひずみ依存型の
構成式(4)を用いて得られた変態塑性たわみは実験結果とほぼ定量的に一致することがわかる． 
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図 13 実験より得られた変態塑性たわみ－

予塑性応力関係と解析より得られたそれと

の比較 

図 11 変態塑性係数－予塑性ひずみ関係 
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図 12 解析より得られた冷却過程中の変態

塑性たわみ－温度関係 
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